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月
60
時
間
超
の

割
増
賃
金
に
関
す
る
給
与
規
程

８月号　プライバシーポリシー（従業員向け）
９月号　出生時育児休業の申出期限に関する労使協定
10月号　有期雇用従業員の育児休業の取得要件に関する労使協定
11月号　月60時間超の割増賃金に関する給与規程
12月号　カスタマーハラスメント対策の基本方針
１月号　不妊治療休暇等に関する規程

田
　
村
　
裕
一
郎

弁
護
士

古
　
田
　
裕
　
子

弁
護
士

２
０
２
３
年
４
月
以
降
は
、
原
則
と
し
て
中
小
事
業
主
に
お
い
て
も

月
60
時
間
超
の
時
間
外
労
働
に
対
す
る
割
増
賃
金
率
を
５
割
以
上
と

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
今
回
は
、
月
60
時
間
超
の
割
増
賃

金
に
関
す
る
給
与
規
程
に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

46

月
60
時
間
超
の

割
増
賃
金
と
は

●１
　

２
０
１
０
年
４
月
か
ら
、
月
60
時
間

超
の
時
間
外
労
働
に
対
す
る
割
増
賃
金

を
５
割
以
上
と
す
る
こ
と
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
、
中
小
事
業
主
に
つ
い
て

は
こ
の
適
用
が
猶
予
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
２
０
２
３
年
３
月
末
で
猶
予
措
置

が
終
了
と
な
る
た
め
、
２
０
２
３
年
４

月
か
ら
は
中
小
事
業
主
も
月
60
時
間
超

の
割
増
賃
金
率
を
５
割
に
引
き
上
げ
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
れ
に
伴
い
、
給
与
規
程
等
の
変
更

が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
注
意
し
ま

し
ょ
う
。

給
与
規
程
作
成
に
あ
た
っ
て
の

留
意
点

●２⑴　

第
１
条
１
項

　

本
規
程
例
で
は
、
厚
生
労
働
省
の
モ

デ
ル
就
業
規
則
と
同
様
に
、
割
増
率
の

記
載
を
①
月
45
時
間
以
下
、
②
月
45
時

間
超
～
月
60
時
間
以
下
、
③
月
60
時
間

超
に
分
け
て
い
ま
す
。

　

今
回
、
猶
予
措
置
の
終
了
に
よ
り
、

50
％
以
上
と
す
る
必
要
が
あ
る
の
は
③

月
60
時
間
超
で
す
。

　

な
お
、
本
規
程
例
で
は
、
②
月
45
時

間
超
～
月
60
時
間
以
下
を
25
％
と
し
て

い
ま
す
が
、
労
働
時
間
の
限
度
時
間
で

あ
る
月
45
時
間
を
超
え
て
い
る
時
間
に

つ
い
て
、
指
針
に
お
い
て
は
、
25
％
を

超
え
る
割
増
率
と
す
る
努
力
義
務
が
定

め
ら
れ
て
い
る
た
め
、
25
％
を
超
え
る

数
字
と
す
る
こ
と
も
あ
り
得
ま
す
。

　

月
60
時
間
超
と
法
定
休
日
労
働
と
の

関
係
に
つ
い
て
、
月
60
時
間
超
の
時
間

に
法
定
休
日
労
働
の
時
間
は
カ
ウ
ン
ト

さ
れ
な
い
た
め
、
月
60
時
間
超
が
生
じ

た
場
合
で
あ
っ
て
も
法
定
休
日
労
働
は

35
％
の
割
増
率
の
ま
ま
で
す
。

　

月
60
時
間
超
と
深
夜
労
働
と
の
関
係

に
つ
い
て
は
、
月
60
時
間
超
の
時
間
外

労
働
を
深
夜
（
午
後
10
時
～
午
前
５
時

ま
で
）
に
し
た
場
合
に
、
50
％
＋
25
％

＝
75
％
以
上
の
割
増
率
の
割
増
賃
金
を

支
払
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵　

第
１
条
２
項

　

本
規
程
例
で
は
、
年
３
６
０
時
間
超

の
割
増
率
を
25
％
と
し
て
い
ま
す
が
、

前
述
の
と
お
り
、
限
度
時
間
を
超
え
る

時
間
に
つ
い
て
は
、
指
針
に
お
い
て

25
％
を
超
え
る
割
増
率
と
す
る
努
力
義

務
が
定
め
ら
れ
て
い
る
点
に
は
留
意
が

必
要
で
す
。

　

な
お
、
２
項
に
つ
い
て
は
、
１
項
と

の
適
用
関
係
が
問
題
と
な
る
た
め
（
た

と
え
ば
、
年
３
６
０
時
間
超
に
つ
い
て

割
増
率
を
30
％
等
と
定
め
た
場
合
、
月

ベ
ー
ス
で
は
②
45
時
間
超
～
60
時
間
以

下
に
留
ま
る
が
、
年
ベ
ー
ス
で
は
３
６

０
時
間
を
超
え
る
場
合
い
ず
れ
の
割
増

率
と
な
る
か
等
）、
本
規
程
例
３
項
の

よ
う
な
条
項
を
定
め
る
べ
き
で
す
。

⑶　

第
２
条

　

本
規
程
例
で
は
、
割
増
賃
金
の
計
算
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■月60時間超の割増賃金に関する給与規程の例

た
む
ら　

ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。Y

ouT
ube

に

て
「
弁
護
士
田
村
裕
一
郎
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
を
運
営
。

ふ
る
た　

ひ
ろ
こ
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
弁
護
士
。

給与規程（月60時間超の割増賃金に関する部分）

第１条�　会社は、従業員が時間外労働、法定休日労働または深夜労働をした場
合、その労働に対する割増賃金を次の割増賃金率に基づき、次条の計算
方法により支給する。
⑴　時間外労働（月45時間以下）：25％
⑵　時間外労働（月45時間超～月60時間以下）：25％
⑶　時間外労働（月60時間超）：50％
⑷　法定休日労働：35％
⑸　深夜労働：25％

２　１年間の時間外労働の時間数が360時間を超えた部分については、25％
とする。この場合の１年は、毎年１月１日を起算日とする。

３　時間外労働に対する割増賃金の計算において、第１項および第２項の
いずれにも該当する時間外労働の時間数については、いずれか高い率で
計算することとする。

第２条　割増賃金は、次の算式により計算して支給する。

⑴　時間外労働（月45時間以下）の部分
基本給＋役職手当

１か月の平均所定労働時間数  × 1.25 × 時間外労働の時間数

⑵　時間外労働（月45時間超～月60時間以下）の部分
基本給＋役職手当

１か月の平均所定労働時間数  × 1.25 × 時間外労働の時間数

⑶　時間外労働（月60時間超）の部分
基本給＋役職手当

１か月の平均所定労働時間数  × 1.5 × 時間外労働の時間数

中略

附則
　この規程は、○年○月○日より施行する。
　第１条および第２条の変更（下線部）は、2023年４月１日より施行する。

以下略
� 以上

方
法
に
つ
い
て
、（
役
職
手
当
が
あ
る

こ
と
を
前
提
と
し
て
）
具
体
的
な
算
式

を
定
め
て
い
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
定
額
残
業
代
を
導
入
し

て
い
る
場
合
等
に
つ
い
て
は
、
算
式
を

修
正
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
留
意
し

て
く
だ
さ
い
。

⑷　

そ
の
他

　

本
規
程
例
で
は
取
り
上
げ
て
い
ま
せ

ん
が
、
月
60
時
間
超
の
時
間
外
労
働
に

つ
い
て
は
、
割
増
賃
金
の
支
払
い
の
代

わ
り
に
有
給
の
代
替
休
暇
を
付
与
す
る

こ
と
を
労
使
協
定
で
定
め
る
こ
と
も
可

能
で
す
（
た
だ
し
、
25
％
の
割
増
率
の

割
増
賃
金
の
支
払
い
は
必
要
）。

　

代
替
休
暇
を
付
与
す
る
場
合
、
代
替

休
暇
の
単
位
は
１
日
ま
た
は
半
日
で
あ

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
代
替
休
暇
を
与
え
る
期
間
に

つ
い
て
は
、
60
時
間
超
の
時
間
外
労
働

が
生
じ
た
月
の
末
日
の
翌
日
か
ら
２
か

月
以
内
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
に
も

注
意
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
給
与
規
程
等
の
改
定
作
業

は
、
２
０
２
３
年
４
月
１
日
よ
り
早
く

行
な
わ
れ
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
の
で
、

本
規
程
例
で
は
、
改
定
内
容
の
施
行
日

に
つ
い
て
附
則
で
定
め
て
い
ま
す
。�

●▲


